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「持続可能な社会」のための「地方の役割」

① 地方の「若い女性」が、都市部に移住している。
② ゆえに、地方で結婚が生じにくい。
③ 都市部では、地価が高く、「車」も「保育」も使いにくく、子育て

しにくい。子どもはせいぜい「1人」がやっと。少子化しやすい。
④ 日本全体が「結婚・育児しやすい持続可能な社会」になるには、

地方が「若い女性にとって生きやすい・働きやすい場所」になる
必要がある！

⑤ 全ての知事が、「この地域を、若い女性（あるいは若者）にとって
魅力的な地域にします！」と明示的に宣言・実践すべき！
一．「女は家庭」などの固定的な価値観を押しつけない。「多様な

価値観」を認める（ことを条例化する）。（次ページ参照）
二．女性にとって「育児と両立できる」「魅力的な」雇用・働き方

を増やす。（次ページ参照）
三．若い女性にとって魅力的な「街づくり」。（ヒアリングする）
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（重要）若い未婚女性の
理想：「結婚・出産するが退職せず仕事を続けたい！」（両立コース）
現実：「両立は無理なので結婚をあきらめる」（非婚就業コース）

出典：国立社会保障・人口問題研究所
「第16回出生動向基本調査」（2021年）

注：対象は18～34歳の未婚者。
「その他」「不詳」の割合は省略。
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めざすのは「人々が幸せに生きられる社会」：
・幸福やウェルビーイングの要因を、社会的・政策的要因も含めて10年以上研究
・ 2023年1月4～16日連載「幸せに生きるために」
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「幸せな社会」の条件①：「人々の寛容さ」

① 「幸せだ」という回答の割合で比べると、日本人は、世界88カ国・
地域の中の26位で、OECD加盟32カ国の中では12位（1～3位はア
イスランド、ノルウェー、スウェーデン）。つまり中程度。

② あらゆる測り方において、安定して幸福感が高いのは「北欧」。
世界価値観調査（2017～22年実施）（世界人口の94％が母集団）

③ なぜ北欧では人々の幸福感が高いのか？
④ 世界56ヵ国・地域の1981～2007年の調査データの分析によれば、

「多様な生き方に対する人々の寛容さ」「社会の民主化の度合い」
「一人当たりGDP」が高まると、「自分の人生の選択に対する人々
の自由の感覚」が高まり、それらによって「人々の幸福感」が高ま
る。

⑤ その「人々の幸福感」を高める効果は、「一人当たりGDP」や「民
主化度」の高まりよりも「人々の寛容さ」の高まりのほうが、はる
かに（2.8倍及び2.5倍も）大きかった。

Inglehart et al. 2008 Development, Freedom, and Rising Happiness
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「幸せな社会」の条件②：「私生活と仕事の両立支援」

① 欧米18ヵ国の調査データの分析によれば、政府や企業による両立支
援（私生活と仕事の両立を支援する社会制度：フレックスタイム・
有休・育休など）が充実した諸国では、「育児に伴う幸福感の低下」
が見られないとともに、全ての人々の幸福感が（他の諸国と比べて）
有意に高い（次頁の図）。

② これは、両立支援が「育児と仕事の両立」のみならず「私生活と仕事
の両立」全般を支援する制度であるため、例えば「友人関係と仕事の
両立」や「趣味と仕事の両立」や「持病と仕事の両立」等をも支える
から。

③ そして、両立支援が最も充実した諸国は、北欧諸国。
④ 北欧の人々が幸せなのは、「私生活を守る両立支援」が充実している

とともに、お互いの多様な私生活を守るべく高い税率を許容して両立
支援を高く維持できるほどに「お互いの多様性に寛容」だから。

Glass et al. 2016 Parenthood and Happiness



「幸せな社会」の条件②：「私生活と仕事の両立支援」

Glass, J. et al., 2016, “Parenthood and Happiness: Effects of Work-Family Reconciliation Policies in 22 OECD Countries,” American Journal of Sociology 122(3).
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「幸せな社会」の条件（まとめ）

「幸せな社会」の条件

人々の寛容さ

私生活と仕事の

両立支援

地方でも
これらの実現を！



30年後
30代での

生活状況・人間関係1～2歳での保育通園

情緒的孤立
（過去1年に悩み相談できず）

孤立リスク2割減

通園なし

通園あり

低  ← 出身階層  → 高

過去1年の自殺念慮通園なし

通園あり

自殺念慮リスク3割減

低  ← 出身階層  → 高

1～2歳保育は重要！

（参考）柴田の研究【概要】
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虐待予防教育： 大阪市立・田島南小学校「生きる教育」

✓ 大阪市立・生野南小学校（現・田島南小学校） の「生きる教育」
（2014年度開始。のちに田島中学校と連携して小中9年間の「国語
教育＋包括的性教育」）
http://swa.city-osaka.ed.jp/swas/index.php?id=e671493&frame=frm58ec2db3bd210

✓ 文部科学省・令和3年度「学校における生命（いのち）の安全教育
推進事業」委託先の一つ 

✓ 生野南小学校・研究部長・小野太恵子先生：
✓ 「2011年頃は、窃盗・恐喝・暴行事件が同時並行で起こっている

傍らで、児童が窓のひさしや屋根に上り、……聞こえていたのは、
おたけびや泣き声……。教師が物を取りに教室から少し離れて戻っ
てきたら、児童が血を流していた。教室で刃物やコンパスが飛んで
いた。校区では、親から虐待されて育った児童が多かった（全児童
の3割）」 。

http://swa.city-osaka.ed.jp/swas/index.php?id=e671493&frame=frm58ec2db3bd210
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虐待予防教育： 大阪市立・田島南小学校「生きる教育」

✓ 生野南小学校・校長・木村幹彦先生：
「かつて本校では、荒れる子どもたちの実態がありました。そして、
その現実に追われ、子どもたちのために、学校に何ができるのかを
暗闇の中で、手探りで探しているという状態でした。…そうして、
分かったことが、自分の思いを伝えることができる子どもを育てる
ことが第一だということでした」
「そこで、平成26年度から国語科指導の工夫、研究を始めました。
…自分の意見を持ち、グループで交流して自分の意見が認められる。
全体で交流して他者の意見にも耳を傾け、自分の意見が磨かれてい
きました。自己肯定感の低さの根底にあるアタッチメント理論に着
目し、「自分」「赤ちゃん」「子ども」「異性・同性への関心」
「親子関係〔児童虐待など〕」等、子どもたちにとって一番身近に
ありながら、心の傷に直結しやすいテーマで「『生きる』教育」
（いのちの学習）を実践しました」
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虐待予防教育： 大阪市立・田島南小学校「生きる教育」
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